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研究成果の概要（和文）： 
 平成２０年度は、国民とナショナリズムの概念について研究し、また、公共建築の現状につ
いて情報収集と分析を行った。平成２１年度は、国籍概念の研究を進め、国籍法違憲判決の分
析を行った。また、同年度中に、住民の代表概念について研究を行い、研究会報告を行い、論
文を公表した。平成２２年度は、代表概念から国民の平等、国家と文化および地域宗教と政教
分離原則について研究を行い、複数の研究会報告をし、論文を執筆した。 
 
研究成果の概要（英文）：On fiscal 2008, I studied the concept of Nation and Nationalism, 
and analyzed the status of public architecture. On fiscal 2009, I studied the concept 
of Nationality, and analyzed Nationality Act Case. At the same time, I studied the concept 
of representation of resident. On fiscal 2010, I studied equality of Nations, nation and 
culture, and separation politics from religion. I wrote many treatises on every fiscal 
year. 
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１．研究開始当初の背景 

本研究の背景には、近代成熟期（いわゆる

ポスト・モダン）の状況における価値観の多

様化・通約不可能化への意識がある（磯崎新

「発起」GA Document77、日比野勤「主体と

制度」法社会学 64号所収参照）。国民・住民

の持つ価値が相互に理解不能になりつつあ

る状況において、スムーズに政治的決定を行

うことは、極めて困難になる。このような状

況において政治・統治の主体は、いかなる仕

組みを用いて一つの政治的決定を創出し、そ

こに共通の価値を構成・形成するのか。この

問題に対し、国民や住民の「代表」という概
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念の機能を画定することは、一定の示唆を与

えるはずであろう。 

本研究の問題設定は、上記のような問題意

識に基づく。先端的な憲法学者の中には、こ

のような問題意識を提示する者がおり（長谷

部恭男「理性の彼方の軽やかな希望」同『比

較不能な価値の迷路』第五章）、本研究の主

題は憲法学者の注目を集めつつある状況に

ある。以上が、本研究の学術的背景であった。 

 
 
２．研究の目的 

本研究は、憲法学の統治機構論の分野にお

ける重要概念である「代表」の概念について、

19 世紀～20 世紀の古典的議論と現代の議論

を比較により精密な定義を与え、それを現代

的問題に適用することにより、「代表」概念

の意義・機能を画定せんとすることを目的と

する。 

 人々の価値観は多様である。他方、政治的

決定は一つである。それ故、政治的決定に対

する反発は必然的に発生する。この反感をい

かに解消するか。 

 一つの戦略が議会制である。各議員は、全

国民・住民を巻き込んだ手続つまり選挙によ

って選ばれる。この選挙という手続を経てい

るため、議会における討議は＜全国民・全住

民の討議＞を象徴するものとして認識され、

議会の決定は＜全国民・全住民の自らの決定

＞としての装いを帯びる。議会の決定に反対

する国民・住民も、議会の決定を＜自らの決

定＞だと認識するため、それに対する反感は

弱いものにならざるを得ない。 

 これが、＜代表＝representation＞の仕組

みである。＜全国民・全住民の討議と決定＞

という観念の次元における存在を、＜議会に

おける討議と決定＞という目に見える次元

において（別次元において＝ re）現前

（presentation）する。議会制の戦略とは、

＜全国民・全住民の決定＞を＜代表＞する決

定により、統治の正統性を確保する戦略に他

ならない 

 ＜代表＞という概念は、概ねこのような

内容と機能をもつものとして説明される（石

川健治「持続する危機」ジュリスト 1311（2006

年）7頁参照）。もっとも、このような「代表」

の概念がはじめから存在したわけではなく、

発生と各時代の発展において、「代表」の概

念は、様々な内容が込められ、また多様な機

能を営んだのではないか。この点を明らかに

することが、本研究の目的である。 

 

 

３．研究の方法 

研究は基本的に、①古典と現代の良書の読

解というオーソドックスな手法を用いた。そ

の一方で、現在の地方自治の現場における価

値対立とその処理の具体的な処理の仕方（特

に公共建築の分野についての事例）について

の②フィールドワーク的研究を併行した。研

究は、文献の読解から得た理論を、具体的な

事例に適用することで、その理論の有効性を

試し、より有益な理論へと発展させて行く、

という手法により行った。これにより、理論

研究・事例研究のいずれにも偏らない、総合

的な議論を示すことが可能になった。 

①文献の読解 

読解の対象とする文献は、この分野の古典

的業績とされる宮沢俊義「国民代表の概念」

（同『憲法の原理』所収）と、それが引用す

るイェリネックやラーバント、ハンス・ケル

ゼン、カール・シュミットらのドイツ公法学

の諸文献の議論、及び、代表概念の分析に一

定の指針を提供してきた杉原泰雄『国民主権

と国民代表制』及び樋口陽一『近代立憲主義

と現代国家』に紹介・分析されたフランス革

命期の主権論に関する議論を中心とした。ま



 

 

た、大澤真幸の理論社会学に関する文献につ

いても、読解を勧めた。これらの文献を分析

することは、日本憲法学における「代表」論

の到達点を確認することにもなり、また、古

典的文献における「代表」の概念を理解する

上でも重要であった。 

②フィールドワーク的研究 

従来より研究していた邑楽町建築家集団

訴訟の研究分析を行った。引き続き当事者に

聞き取り調査を行い、また、建築学者の意見

も聴取することができた。 

 

４．研究成果 

平成２０年度は、研究の端緒として、宮沢

俊義『憲法の原理』及び樋口陽一『近代立憲

主義と現代国家』を読み、併行して大澤真幸

『身体の比較社会学』、同『＜自由＞の条件』

『ナショナリズムの由来』にも取り組んだ。

10 月以降は、収集した文献の分析・読解を進

めるとともに、ケルゼンやイェリネックなど

の独語文献にも視野を広げた。また、公法学

会総会に参加し、知見を広めた。5 月以降は、

調査中の邑楽町建築家集団訴訟の口頭弁論

を傍聴し、実務における代表概念のありよう

についても調査を進めた。また、邑楽町訴訟

の研究の関係で、東北大学の小野田泰明教授

の研究室を訪れ、公共建築における議会の役

割などについて重要な指摘を頂くことがで

きた。 

この本年度の研究により、①国民が代表さ

れるためには国民の概念が成立している必

要のあること、②代表概念が代表される権力

の服従者の感情の慰撫の機能を果たしてい

ること、が理解できた。また、「君が代」伴

奏の評釈を行う中で、③ナショナリズムと代

表概念の研究を主題化すべき必要を指摘で

きた。従来、代表概念については、理念的な

議論が先行し、その社会的機能が不十分にし

か理解されていなかった。本研究は、そのこ

とを明らかにする端緒を得ることができ、重

要な意義を持つものとなった。また、従来必

ずしも論じられてこなかったナショナリズ

ムと代表概念の関係を論じるきっかけをつ

かむことができた。いずれも、学会に重要な

貢献をする研究の端緒となっている。 

平成２１年度は、国籍とナショナリズムの

概念について研究を深め、国籍法違憲判決に

ついて 7 月に研究会報告を一回、学会報告を

一回行った。この報告では、国籍法違憲判決

の背景には、血の絆を重視する思考があるこ

と、これは国籍配分基準において宿命性を重

視する思考であり、ナショナリズムの一類型

とみなし得ることを指摘した。また、8～9月

は、体系書の執筆を行うとともに、代表概

念・議会制・予算制度に関する基本図書の読

解を進め、また憲法体系全体についての研究

と整理を行った。10月には、公法学会・全国

憲法研究会の報告を聞き、最新の研究成果に

触れた。また、同月には横浜国立大学にて、

公共建築における代表の意義について報告

を行った。また、12 月には憲法と地方自治研

究会にて、国民と住民の関係を考察する代表

概念について意義深い研究報告を行うこと

ができた。この報告では、住民が国民を代表

し得る存在である一方、国民から距離のある

存在とみなされており、このような住民概念

の二重性は公益の概念の帰結であることを

指摘した。 

また、2 月には、山本理顕教授から公共建

築における代表の意義についての専門的知

識の提供を受けることができた。 

この年度も順調に研究が進み、8 月に地方

自治の場における代表の概念を考察する原

稿、2 月に国籍法違憲判決の判例評釈、3 月

に国民と住民の関係についての研究発表を

それぞれ公表することができた。また、代表



 

 

概念と密接な関係を持つ平等概念について

の研究も進め、3 月までに二本の論文を執筆

した。 

平成 22 年度は、国籍と文化という観点か

ら代表概念の研究を行った。また、代表概念

と密接に関連する平等の概念についても研

究を進めた。まず、5 月に平等概念について

研究した論文を公表した。また、7 月には、

「国家と文化」に関する座談会に参加し、国

家による文化助成について代表概念からの

発言をした。前者は代表概念をふまえた差別

と平等の考察を示し、それを前提に、主とし

て表現の自由の観点から研究されてきた表

現内容規制の問題に代表と平等の観点から

分析を示した。伝統的問題に対し、これまで

にない観点からのアプローチを示す意義の

認められる業績である。新しいアプローチか

らの議論であるため、学会内でも重要な業績

と位置付けられたようで、既に専門雑誌で書

評され、幾つかの論文で引用されている。代

表概念からの平等概念へのアプローチとし

て、さらに、11月にも論文を公表した。平等

を、人格の概念から考察したものであり、こ

れは何らかの存在により代表される人格と

いう代表概念からの考察を示したものであ

る。5 月論文同様、新しい視点からの平等の

分析であり、重要なものと考えられる。 

また、今回の研究を背景にしたテキストを

共同執筆し、11月に出版した。高度な研究を

踏まえつつ、基本的知識を解説する内容のも

のであり、多くの読者を得たようである。ま

た、12月には、住民と政教分離の関係につい

ての研究会報告を行い、判例評釈を執筆した。

現地調査を踏まえた詳細な判例分析を示し

たものであり、重要性の高い報告ができたよ

うに思われる。 

 以上が、本件研究の成果である。 
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